
電子帳簿保存法
（スキャナ保存制度の概要と運用例）

電
子
帳
簿
保
存
法
で
は
、
第

1
条
趣
旨
に
お
い
て
、「
こ
の

法
律
は
、
情
報
化
社
会
に
対
応

し
、
国
税
の
納
税
義
務
の
適
正

な
履
行
を
確
保
し
つ
つ
納
税
者

等
の
国
税
関
係
帳
簿
書
類
の
保

存
に
係
る
負
担
を
軽
減
す
る
等

の
た
め
、
電
子
計
算
機
を
使
用

し
て
作
成
す
る
国
税
関
係
帳
簿

書
類
の
保
存
方
法
等
に
つ
い

て
、
所
得
税
法
、
法
人
税
法
そ

の
他
の
国
税
に
関
す
る
法
律
の

特
例
を
定
め
る
も
の
と
す

る
。」
と
し
て
い
る
。

し
た
が
っ
て
、
電
子
帳
簿
保

存
法
の
目
的
の
1
つ
は
、
情
報

化
社
会
へ
の
対
応
で
あ
り
、
も

う
1
つ
は
、
納
税
者
等
の
国
税

関
係
帳
簿
書
類
の
保
存
に
係
る

負
担
を
軽
減
す
る
こ
と
で
あ

る
。た
だ
し
、不
正
な
申
告
等
が

行
わ
れ
な
い
よ
う
に
す
る
た
め
、

納
税
義
務
の
適
正
な
履
行
を
確

保
す
る
こ
と
が
責
務
で
あ
る
。

こ
の
適
正
な
履
行
を
確
保
す

る
た
め
に
は
、「
真
実
性
の
確

保
」
と
「
可
視
性
の
確
保
」
が

重
要
と
さ
れ
、
ス
キ
ャ
ナ
保
存

制
度
に
つ
い
て
は
書
類
の
重
要

度
に
応
じ
て
〈
表
1

各
要
件

の
一
覧
〉
の
要
件
が
規
定
さ
れ

て
い
る
。

な
お
、
国
税
関
係
帳
簿
及
び

国
税
関
係
書
類
の
う
ち
「
棚
卸

表
」「
貸
借
対
照
表
」「
損
益
計

算
書
」「
計
算
、
整
理
又
は
決

算
に
関
し
て
作
成
さ
れ
た
そ
の

他
の
書
類
」
は
ス
キ
ャ
ナ
保
存

制
度
の
対
象
と
な
ら
な
い
。

表
内
の
重
要
度
が
高
い
書
類

と
は
、
資
金
や
物
の
流
れ
に
直

結
・
連
動
す
る
書
類
の
う
ち
特

に
重
要
な
書
類
で
あ
り
、
重
要

度
が
中
の
書
類
と
は
、
資
金
や

物
の
流
れ
に
直
結
・
連
動
す
る

書
類
で
あ
る
。
ま
た
重
要
度
が

低
い
書
類
と
は
、
資
金
や
物
の

流
れ
に
直
結
・
連
動
し
な
い
書

類
を
言
い
、
具
体
的
に
は
〈
表

2

重
要
度
別
の
書
類
の
具
体

例
〉
の
と
お
り
で
あ
る
。

以
下
、
各
要
件
の
う
ち
重
要
な

部
分
を
抜
粋
し
て
説
明
す
る
。

【
入
力
期
間
の
制
限
】

重
要
度
が
高
又
は
中
の
書
類

（「
重
要
書
類
」）に
つ
い
て
は
、

ス
キ
ャ
ナ
で
読
み
取
っ
た
後
、

国
税
関
係
書
類
に
タ
イ
ム
ス
タ

ン
プ
を
付
し
、
当
該
電
磁
的
記

録
に
係
る
訂
正
又
は
削
除
の
履

歴
等
が
確
保
さ
れ
た
状
態
に
す

る
ま
で
の
期
間
が
1
週
間
以
内

と
な
っ
て
い
る
。
た
だ
し
、
各

事
務
の
処
理
に
関
す
る
規
程
を

定
め
て
い
る
場
合
に
は
、
そ
の

業
務
の
処
理
に
係
る
通
常
の
期

間
を
経
過
し
た
後
か
ら
1
週
間

以
内
と
な
っ
て
い
る
。
そ
の
業

務
の
処
理
に
係
る
通
常
の
期
間

と
は
、
業
務
サ
イ
ク
ル
の
期
間

（
事
務
処
理
の
期
間
）で
あ
り
、

最
長
1
ヶ
月
と
さ
れ
て
い
る
。

し
た
が
っ
て
、
当
該
規
定
を

定
め
て
い
る
場
合
は
、
最
長
1

ヶ
月
と
1
週
間
以
内
に
入
力
及

び
タ
イ
ム
ス
タ
ン
プ
を
付
す
こ

と
に
な
る
。

な
お
、
重
要
度
が
低
い
書
類

（「
一
般
書
類
」）
は
、
入
力
期

間
の
制
限
は
な
い
。

【
タ
イ
ム
ス
タ
ン
プ
の
付
与
】

受
領
者
等
が
ス
キ
ャ
ナ
で
読

み
取
る
場
合
は
、
3
日
以
内
に

受
領
者
等
が
署
名
し
、
タ
イ
ム

ス
タ
ン
プ
を
付
す
必
要
が
あ
る
。

ま
た
、
通
常
タ
イ
ム
ス
タ
ン

プ
に
は
有
効
期
間
が
あ
る
為
、

有
効
期
間
等
が
過
ぎ
る
前
に
、

当
該
タ
イ
ム
ス
タ
ン
プ
を
付
し

た
記
録
事
項
に
再
度
タ
イ
ム
ス

タ
ン
プ
を
付
す
な
ど
し
て
、
変

更
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
を
確
認

す
る
こ
と
が
で
き
る
状
態
に
し

て
お
く
必
要
が
あ
る
。

【
解
像
度
・
階
調
情
報
・
大
き

さ
情
報
の
保
存
】

ス
キ
ャ
ナ
で
読
み
取
っ
た
際

に
は
、
解
像
度
及
び
階
調
に
関

す
る
情
報
と
大
き
さ
に
関
す
る

情
報
を
保
存
し
て
お
く
必
要
が

あ
る
。
た
だ
し
、
受
領
者
等
が

ス
キ
ャ
ナ
で
読
み
取
る
場
合
に

お
い
て
、
大
き
さ
が
Ａ
4
以
下

で
あ
る
と
き
は
、
大
き
さ
情
報

は
必
要
な
い
。

【
ヴ
ァ
ー
ジ
ョ
ン
管
理
】

訂
正
又
は
削
除
と
は
既
に
保

存
さ
れ
て
い
る
電
磁
的
記
録
を

訂
正
又
は
削
除
し
た
場
合
を
い

う
た
め
、
例
え
ば
、
受
領
し
た

書
類
の
訂
正
の
為
、
相
手
方
か

ら
新
た
に
国
税
関
係
書
類
を
受

領
し
ス
キ
ャ
ナ
で
読
み
取
っ
た

場
合
な
ど
は
、
新
た
な
電
磁
的

記
録
と
し
て
保
存
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

ま
た
、
訂
正
又
は
削
除
を
行

っ
た
場
合
に
は
、
こ
れ
ら
の
事

実
及
び
内
容
を
確
認
す
る
こ
と

が
で
き
る
必
要
が
あ
る
た
め
、

訂
正
し
た
場
合
は
、
例
え
ば
、

上
書
き
保
存
さ
れ
ず
、
訂
正
し

た
後
の
電
磁
的
記
録
が
新
た
に

保
存
さ
れ
る
こ
と
、
又
は
削
除

す
る
場
合
は
、
例
え
ば
、
電
磁

的
記
録
の
物
理
的
な
削
除
は
行

わ
れ
ず
、
削
除
し
た
と
い
う
情

報
の
み
が
新
た
に
保
存
さ
れ
る

必
要
が
あ
る
。

【
適
正
事
務
処
理
要
件
】

次
に
掲
げ
る
規
程
を
定
め
、

そ
れ
に
基
づ
き
各
事
務
処
理
を

行
う
。

イ
�
相
互
け
ん
せ
い
事
務

ロ
�
定
期
検
査
の
体
制
及
び
手

続
き
（
最
低
限
、
1
年
に
1

回
以
上
の
検
査
を
行
う
体
制

が
必
要
）

ハ
�
各
事
務
の
不
備
時
の
対
策

保
存
義
務
者
が
＊

小
規
模
企

業
者
で
あ
る
場
合
で
あ
っ
て
、

ロ
に
規
定
す
る
定
期
的
な
検
査

を
税
務
代
理
人
が
行
う
こ
と
と

し
て
い
る
と
き
は
、
イ
に
掲
げ

る
相
互
け
ん
せ
い
事
務
の
要
件

は
不
要
で
あ
る
。

＊
小
規
模
企
業
者

お
お
む
ね
常
時
使
用
す
る

従
業
員
の
数
が
20
人
（
商
業

又
は
サ
ー
ビ
ス
業
に
属
す
る

事
業
を
主
た
る
事
業
と
し
て

営
む
者
に
つ
い
て
は
、
5

人
）以
下
の
事
業
者（
中
小
企

業
基
本
法
第
2
条
第
5
項
）

（
運
用
例
）

〈
小
規
模
企
業
者
以
外
〉

①
営
業
Ａ
が
受
け
取
っ
た
領
収

書
を
経
理
Ｂ
が
確
認
・
ス
キ
ャ

ン
後
、
タ
イ
ム
ス
タ
ン
プ
を
付

す

営
業
Ａ
（
受
領
）

←

経
理
Ｂ
（
確
認
・
ス
キ
ャ
ン

・
タ
イ
ム
ス
タ
ン
プ
）

←

Ｃ
（
定
期
検
査
）

←
書
面
破
棄

営
業
Ａ
が
領
収
書
を
受
領

後
、
経
理
Ｂ
は
7
日
以
内
（
各

事
務
の
処
理
に
関
す
る
規
定
を

定
め
て
い
る
場
合
は
、
業
務
サ

イ
ク
ル
＋
7
日
以
内
）
に
確
認

及
び
ス
キ
ャ
ン
後
、
タ
イ
ム
ス

タ
ン
プ
を
付
す
。
定
期
検
査

後
、
書
面
破
棄
。

②
営
業
Ａ
が
受
け
取
っ
た
領
収

書
を
ス
マ
ホ
で
ス
キ
ャ
ン
後
、

タ
イ
ム
ス
タ
ン
プ
を
付
し
、
経

理
Ｂ
が
確
認
を
す
る

営
業
Ａ（
受
領・ス
マ
ホ
で
ス
キ

ャ
ン
・
タ
イ
ム
ス
タ
ン
プ
）

←

経
理
Ｂ
（
確
認
）

←

Ｃ
（
定
期
検
査
）

←
書
面
破
棄

営
業
Ａ
が
領
収
書
を
受
領
後

3
日
以
内
（
営
業
Ａ
の
署
名
が

必
要
・
大
き
さ
が
Ａ
4
以
下
で

あ
れ
ば
大
き
さ
情
報
不
要
）
に

ス
キ
ャ
ン
後
、
タ
イ
ム
ス
タ
ン

プ
を
付
し
、
経
理
Ｂ
が
確
認
を

す
る
。
定
期
検
査
後
、
書
面
破

棄
。

③
営
業
Ａ
が
受
け
取
っ
た
領
収

書
を
ス
マ
ホ
で
ス
キ
ャ
ン
し
、

経
理
Ｂ
が
確
認
後
、
タ
イ
ム
ス

タ
ン
プ
を
付
す

営
業
Ａ
（
受
領
・
ス
マ
ホ
で

ス
キ
ャ
ン
）

←

経
理
Ｂ
（
確
認
・
タ
イ
ム
ス

タ
ン
プ
）

←

Ｃ
（
定
期
検
査
）

←
書
面
破
棄

営
業
Ａ
が
領
収
書
を
受
領
後

ス
キ
ャ
ン
（
大
き
さ
が
Ａ
4
以

下
で
あ
れ
ば
大
き
さ
情
報
不

要
）
し
、
経
理
Ｂ
が
7
日
以
内

（
各
事
務
の
処
理
に
関
す
る
規

定
を
定
め
て
い
る
場
合
は
、
業

務
サ
イ
ク
ル
＋
7
日
以
内
）
に

確
認
及
び
タ
イ
ム
ス
タ
ン
プ
を

付
す
。
定
期
検
査
後
、
書
面
破

棄
。

〈
小
規
模
企
業
者
（
相
互
け
ん

制
要
件
な
し
）〉

④
営
業
Ａ
が
受
け
取
っ
た
領
収

書
を
経
理
Ｂ
が
ス
キ
ャ
ン
後
、

タ
イ
ム
ス
タ
ン
プ
を
付
す

営
業
Ａ
（
受
領
）

←

経
理
Ｂ
（
ス
キ
ャ
ン
・
タ
イ

ム
ス
タ
ン
プ
）←

Ｄ
（
税
務
代
理
人
が
定
期
検

査
）

←
書
面
破
棄

営
業
Ａ
が
領
収
書
を
受
領

後
、
経
理
Ｂ
が
7
日
以
内
（
各

事
務
の
処
理
に
関
す
る
規
定
を

定
め
て
い
る
場
合
は
、
業
務
サ

イ
ク
ル
＋
7
日
以
内
）
に
ス
キ

ャ
ン
後
、
タ
イ
ム
ス
タ
ン
プ
を

付
す
。
税
務
代
理
人
の
定
期
検

査
後
、
書
面
破
棄
。

⑤
営
業
Ａ
が
受
け
取
っ
た
領
収

書
を
ス
マ
ホ
で
ス
キ
ャ
ン
後
、

タ
イ
ム
ス
タ
ン
プ
を
付
す

営
業
Ａ（
受
領
・
ス
マ
ホ
で
ス

キ
ャ
ン
・
タ
イ
ム
ス
タ
ン
プ
）

←

Ｄ
（
税
務
代
理
人
が
定
期
検

査
）

←
書
面
破
棄

営
業
Ａ
が
領
収
書
を
受
領
後

3
日
以
内
（
営
業
Ａ
の
署
名
が

必
要
・
大
き
さ
が
Ａ
4
以
下
で

あ
れ
ば
大
き
さ
情
報
不
要
）
に

ス
キ
ャ
ン
後
、
タ
イ
ム
ス
タ
ン

プ
を
付
す
。
税
務
代
理
人
の
定

期
検
査
後
、
書
面
破
棄
。

平
成
29
年
6
月
30
日
時
点
の

ス
キ
ャ
ナ
保
存
の
累
計
承
認
件

数
は
1
、0
5
0
件
で
あ
り
、

ま
だ
ま
だ
活
用
さ
れ
て
い
る
と

は
言
え
な
い
が
、
そ
れ
だ
け
に

今
後
利
用
が
拡
大
さ
れ
、
お
客

様
か
ら
の
問
合
せ
も
増
え
て
い

く
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。

特
に
若
い
経
営
者
は
、
電
磁

的
記
録
で
も
抵
抗
が
な
い
と
思

わ
れ
、
合
理
的
な
運
用
が
可
能

で
あ
れ
ば
、
ス
キ
ャ
ナ
保
存
制

度
の
活
用
も
検
討
さ
れ
る
で
あ

ろ
う
。

な
お
、
見
積
書
、
注
文
書
な

ど
の
一
般
文
書
で
あ
れ
ば
、
入

力
期
間
の
制
限
が
な
い
為
、
会

社
側
の
負
担
も
少
な
く
、
税
理

士
か
ら
提
案
す
る
こ
と
も
可
能

と
考
え
ら
れ
る
。

＜表1 各要件の一覧＞
重要度
低

（一般書類）
－
○

白黒可
○
○
－
○
○
－
○

白黒可
○

○

○
○

＊表中「規」は、「電子計算機を使用して作成する国税関係帳簿書類の保存方法等の特例に関する法律施行規則」
出典：電子帳簿保存法一問一答【スキャナ保存関係】 国税庁 を参考に作成（出典書類Ｐ10を参照）

重要度
高・中
（重要書類）
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○

○

○
○

要件

①入力期間の制限（規3⑤一イ、ロ）
②1．一定水準以上の解像度による読み取り（規3⑤二イ⑴）
2．カラー画像による読み取り（規3⑤二イ⑵）
3．タイムスタンプの付与（規3⑤二ロ）
4．解像度及び階調情報の保存（規3⑤二ハ⑴）
5．大きさ情報の保存（規3⑤二ハ⑵）
6．ヴァージョン管理（規3⑤二ニ）
③入力者等情報の確認（規3⑤三）
④適正事務処理要件（規3⑤四）
⑤帳簿との相互関連性の保持（規3⑤五）
⑥1．見読可能装置（カラー）の備付け（規3⑤六）
2．整然・明瞭出力（規3⑤六イ～二）
⑦1．電子計算機処理システムの開発関係書類等の備付け

（規3⑤七、同3①三）
2．検索機能の確保（規3⑤七、同3①五）
⑧税務署長の承認（法4③）

真
実
性
の
確
保

可
視
性
の
確
保

他

＜表2 重要度別の書類の具体例＞
具体例

・契約書 ・領収書
・預り証 ・借用証書 ・預金通帳 ・小切手 ・約束手形 ・有価証券受渡計算書 ・社債申込書
・契約の申込書（定型的約款無し） ・請求書 ・納品書 ・送り状 ・輸出証明書

・棚卸資産を購入した者が作成する検収書、貨物受領書（商品受取書） ・入庫報告書 ・見積書
・注文書 ・口座振替依頼書 ・＊契約の申込書（定型的約款有り）

＊保険契約申込書、電話加入契約申込書、クレジットカード発行申込書など
出典：電子帳簿保存法一問一答【スキャナ保存関係】 国税庁 を参考に作成（出典書類Ｐ4を参照）

重要度
高

中

低
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